
　租税条約は、国際的な二重課税を回避するため、両
国間の投資・経済活動に関し、課税できる所得の範囲
等を調整するものである。また、その締結によって、
両国の税務当局間の相互協議や情報交換、徴収共助等
の枠組みが構築され、租税に関する紛争の解決や脱税
及び租税回避行為の防止が図られることとなる。

　租税条約の締結により、海外進出企業に対する課税
の法的安定性が確保されるとともに、我が国企業が海
外で稼いだ収益の国内還流の円滑化にも資するなど、
健全な投資・経済交流が一層促進されることが期待さ
れる。

　我が国は、2014 年 4 月末現在、60 の租税関連条約
を締結し、80 か国・地域との間に適用されている（第
Ⅲ-1-3-1 表）。
　近年、中東等資源国との租税条約の新規締結や先進
国との改正、及び国際的な脱税及び租税回避行為の防
止に資する情報交換を主体とした租税協定の締結が進
められている。特に、ニュージーランド、米国、スウェー
デン、英国などの先進国との改正については、税務当

局による相互協議の開始から一定期間が経過しても事
案が解決されない場合に、税務当局以外の第三者の関
与を得て解決を促すための仲裁制度を導入するととも
に、投資所得（配当、利子等）に対する源泉地国にお
ける課税を軽減又は免除する内容になっている。また
英国との租税条約の改正においては、2010 年の
OECD モデル租税条約の改訂に合わせ、外国法人・
非居住者の支店等（恒久的施設）に帰属する事業利得
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1．租税条約の役割

2．租税関連条約の新規締結・改正状況

◆※は租税に関する情報交換規定を主体とするもの
◆下線の国は「税務行政執行共助条約」の締結国

〈東・東南アジア〉
インドネシア
韓国
シンガポール
タイ
中国
フィリピン
ブルネイ
ベトナム
香港
マレーシア

〈南アジア〉
インド
スリランカ
パキスタン
バングラデシュ

〈大洋州地域〉
オーストラリア
ニュージーランド
フィジー
サモア（※）

〈中近東〉
イスラエル

エジプト
クウェート
サウジアラビア
 トルコ

〈アフリカ〉
ザンビア
南アフリカ

（以下、税務行政執行共助条約
のみ）
ガーナ
チュニジア

〈北米〉
アメリカ
カナダ

〈中南米・カリブ地域〉
ブラジル
メキシコ
ケイマン（※）
バハマ（※）
バミューダ（※）

（以下、税務行政執行共助条約
のみ）
アルゼンチン

コスタリカ
ベリーズ

〈東ヨーロッパ・中央アジア〉
アゼルバイジャン
アルメニア
ウクライナ
ウズベキスタン
カザフスタン
キルギス
グルジア
スロバキア
タジキスタン
チェコ
トルクメニスタン
ハンガリー
ブルガリア
ベラルーシ
ポーランド
モルドバ
ルーマニア
ロシア

〈ヨーロッパ〉
アイルランド
英国

イタリア
オーストリア
オランダ
スイス
スウェーデン
スペイン
デンマーク
ドイツ
ノルウェー
フィンランド
フランス
ベルギー
ポルトガル
ルクセンブルク
ガーンジー（※）
ジャージー（※）
マン島（※）
リヒテンシュタイン（※）

（以下、税務行政執行共助条約
のみ）
アイスランド
アルバニア
ギリシャ 
スロベニア
マルタ

我が国租税関連条約締結国一覧（60条約、80ヶ国・地域適用／2014 年４月末現在）

資料：経済産業省作成。

第Ⅲ-1-3-1 表　我が国租税関連条約締結国・地域一覧
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の算定に際して、本支店間の内部取引を独立企業原則
に基づき、より厳格に認識することを規定した条文を、
我が国として初めて導入している。
　今後とも、我が国産業界のニーズや我が国課税権の
適切な確保等の観点を総合的に勘案し、企業の海外展
開の支援に資する租税関連条約のネットワーク拡充の
取組を加速することが重要である。具体的には、未締
結国との新規締結を進めるとともに、既存条約を改正
し、海外での事業活動に対する課税所得の範囲の明確
化、投資所得に対する源泉地国における限度税率の引
下げ、仲裁制度の導入など内容を充実させることが必
要である（第Ⅲ-1-3-2 表）。

（2014 年 4 月末現在）
◇署名
平成 23 年 1 月 ※日バハマ租税協定（新） （平成 23 年発効）
平成 23 年 2 月 ※日ケイマン租税協定（新） （平成 23 年発効）
平成 23 年 6 月 ※日マン島租税情報交換協定（新） （平成 23 年発効）
平成 23 年 11 月 　税務行政執行共助条約（新） （平成 25 年発効）
平成 23 年 12 月 ※日ジャージー租税協定（新） （平成 25 年発効）
平成 23 年 12 月 ※日ガーンジー租税協定（新） （平成 25 年発効）
平成 23 年 12 月 　日ポルトガル租税条約（新） （平成 25 年発効）
平成 24 年 7 月 ※日リヒテンシュタイン租税情報交換協定（新） （平成 24 年発効）
平成 24 年 12 月 　日ニュージーランド租税条約（全） （平成 25 年発効）
平成 25 年 1 月 　日米租税条約（部） （改正未発効）
平成 25 年 5 月 　日アラブ首長国連邦租税条約（新） （未発効）
平成 25 年 6 月 ※日サモア租税情報交換協定（新） （平成 25 年発効）
平成 25 年 12 月 　日スウェーデン租税条約（部） （改正未発効）
平成 25 年 12 月 　日英租税条約（部） （改正未発効）
平成 26 年 1 月 　日オマーン租税協定（新） （未発効）
平成 26 年 3 月 ※日マカオ租税情報交換協定（新） （未発効）

◇基本合意　 　 
平成 25 年 4 月 ※日英領バージン諸島租税情報交換協定（新）

◇現在の正式交渉国
 　ドイツ連邦共和国

1　※は、租税に関する情報交換規定を主体とするもの
2　（全）：全面改正、（部）：部分改正、（新）新規締結

第Ⅲ-1-3-2 表　最近の経緯・現状

資料：経済産業省作成。
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